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３．跡地利用の方向性の検討 

上位・関連計画及び関係市町村との意見交換を踏まえ、広域構想の「広域構想策定の

視点と全体コンセプト」、「広域構想の基本方針」、「各返還駐留軍用地跡地の整備基

本方針」に合わせて跡地利用の方向性の更新内容及び検討事項をとりまとめる。 

（１）跡地利用の更新内容及び検討事項 

１）「広域構想」の更新ポイント 

「広域構想」の現況及び成果検証を踏まえ、下記の赤字の内容について更新を検討す

る必要がある。 

表Ⅲ-７ 「広域構想」の更新ポイント 

広域構想策定の視点と全体コンセプト 

 ■中南部都市圏における駐留軍用地の役割と全体コンセプト 

 ・「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」の内容を踏まえ、「■圏域づくりにおいて

期待される役割」のうち、７つのまちづくりの方向性に「カーボンニュートラルの

実現」「ＤＸ、ICT等の先進的なデジタル技術の活用」「実証実験の場（テストベッ

ド・アイランド）の推進」の要素を反映。 

広域構想の基本方針 

 ■広域交通インフラの基本方針 

 ・図表の「広域交通インフラの整備基本方針図」について、「沖縄県総合交通体系基

本計画」や「沖縄鉄軌道の構想段階における計画書」等を踏まえ、中部縦貫道路等

の構想路線の見直し状況の反映及び鉄軌道を含む新たな公共交通システムのルート

を変更。 

■広域的公園・緑地の整備基本方針 

 ・公園・緑地面積の確保等について更新事項は無い。但し、現状の公園・緑地面積の

20％以上の確保について、現制度手法を前提にすると、一部の駐留軍用地において

実現困難である状態にあることは留意する必要がある。 

■跡地振興拠点の形成方針 

 ・「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」等を踏まえ、産業振興の方針における産業

集積のイメージについて、下記のものを追加。 
リーディング産業（タイプ） 産業集積のイメージ 

リゾートコンベンション産業 ■滞在型リゾート産業（クルーズ観光） 

文化産業 ■文化観光 （文化資源の観覧、体験活動） 

環境・エネルギー産業 ■脱炭素社会の実現 

スポーツツーリズム ■スポーツ交流拠点、スポーツコンベンション拠点の形成 

海洋産業 ■ブルーエコノミー （海洋資源の保全・活用など） 
 

・「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」等を踏まえ、機能展開の方針における具体

的施設等のイメージについて、下記のものを追加。（P20） 
機能の分野 具体的施設等のイメージ 

①国際協力・貢献機能 ■国際協力拠点（ESGに優れた環境の創造） 
■国家プロジェクトを推進する受け皿としての場 

②産業支援機能 ■ICTを活用したアイランド・スマートグリッド 
■アジアのダイナミズムを取り込む国際物流拠点、臨空・臨港都市 
■海外展開のビジネス交流拠点 
■国際情報通信拠点 

③研究開発機能 ■テストベッド・アイランド（実証実験・社会実装等） 
■海洋調査・開発の支援拠点 
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２）「広域構想」の更新検討時期 

「広域構想」の更新を検討する時期の参考として、上位・関連計画の改定や駐留軍用

地の跡地利用計画策定等のタイミングが考えられる。そのため、上位・関連計画の計画

期間と駐留軍用地の返還予定時期を整理した。 

また、駐留軍用地の返還予定時期については、跡地利用の取組み段階に応じて以下の

３つのグループに分けて整理した。 

 

表Ⅲ-８ 跡地利用に向けた取組み状況 

事業化段階（駐留軍用地返還済み。支障除去や土地区画整理等の事業に着手している段階） 

  キャンプ瑞慶覧 
（西普天間住宅地区） 

・平成 31 年１月に都市計画決定、同年２月に土地区画整理事業が
認可された。令和２年４月より工事着手。（宜野湾市） 

  キャンプ瑞慶覧 
（施設技術地区内の 
倉庫地区の一部等） 

・令和４年４月に組合区画整理事業発起人会が結成。地権者の意
向を踏まえながら事業計画を決めていく予定。（北谷町） 

計画段階（地権者の意見を反映し、跡地利用計画の策定に向けた検討に着手している段階） 

  キャンプ瑞慶覧 
（ロウワー・プラザ 
住宅地区） 

・これまでに整理した土地利用の課題及び対応について、関係機
関と意見交換を行い、跡地利用計画（素案）の見直しに向けて
取り組む。（沖縄市・北中城村） 

  牧港補給地区 ・令和３年度から跡地利用計画の策定に着手。令和５年度末に策
定予定。 

（浦添市） 

構想段階（跡地利用計画に向けた取組を継続的に展開している段階） 

   普天間飛行場 ・令和４年７月に跡地利用計画の中間成果の更新版である「全体
計画の中間取りまとめ（第２回）」を県・市共同で策定。（宜野
湾市） 

   陸軍貯油施設第１桑江 
タンク・ファーム 

・上位関連計画の整理、現況整理からまちづくりの課題を整理。
これらを踏まえ跡地利用方針案の検討、展開イメージを整理。
（北谷町） 

   キャンプ瑞慶覧 
（インダストリアル 
・コリドー等） 

・上位関連計画の整理、現況整理からまちづくりの課題を整理。
これらを踏まえ跡地利用方針案の検討、展開イメージの整理。
（北谷町） 

・平成 28 年度から跡地利用の検討に着手。今年度と次年度にかけ
て基本計画を策定予定。（宜野湾市） 

   キャンプ瑞慶覧 
（喜舎場住宅地区の一部） 

・喜舎場スマート ICのフル IC化等に向け、事業スキーム等を検討
するとともに、地権者や民間事業者等の意見を反映した整備計
画案を作成。（北中城村） 

   キャンプ桑江 
（南側地区） 

・平成 17 年に基本構想、平成 21 年に基本計画を策定。策定後 10
年経過した令和元年度に基本計画改定版を策定。（北谷町） 

   那覇港湾施設 ・平成 29 年３月に跡地利用計画策定手順書（原案）策定。その
後、地権者との合意形成活動（次世代の会定例会）を開催、地
権者向け情報誌を発行。（那覇市） 
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図Ⅲ-４ 上位・関連計画の計画期間及び駐留軍用地の返還予定時期 
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【H27.３返還済】 

【R２.３返還済】 

事業化段階 

上位・関連計画及び跡地利用計画 

の反映・整合 

第５次沖縄県国土利用計画（H30～Ｒ９） 

那覇広域都市計画区域マスタープラン（Ｒ４～Ｒ17）   

中部広域都市計画区域マスタープラン（Ｒ４～Ｒ17）   

第６次沖縄県観光振興基本計画改定版（Ｒ３～Ｒ13） 

沖縄県アジア経済戦略構想推進計画（Ｒ３～時期未定）   

沖縄県広域緑地計画（H14～R17）   

沖縄県総合交通体系基本計画（Ｒ４～Ｒ23）   

沖縄ブロック新広域道路交通ビジョン（Ｒ３～Ｒ23）   

沖縄ブロック新広域道路交通計画（Ｒ３～Ｒ23）   
沖縄鉄軌道の構想段階における計画書（H30～時期未定）   

第４回沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査（R5） 

新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画（Ｒ4～Ｒ13） 

基本的施策の展開 
2050 

脱炭素社会 
実現 

SDGs 

目標年度
脱炭素先行地域の創出 
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（２）担当者会議を踏まえた留意点などの整理 

■地権者との合意形成・機運醸成等 

・ロウワー・プラザ住宅地区では地権者会の事務局を兼任しているプロジェクトマネ

ージャーも跡地利用の取組みに参加しており、行政と地権者で連携して検討を進め

られており、地権者の当事者意識も醸成されている。 

・地権者の高齢化や返還時期が不確定等の理由から、地権者のモチベーション低下が

課題となっている。地権者の当事者意識の醸成や地主会の活動等を通して気運醸成

が必要と考えられる。 

 

■緑地の確保について 

・「広域構想」に示される公園・緑地の目標面積を達成できた理由として、斜面緑地

等があったことが挙げられた。但し、斜面緑地等においては有効な土地利用が難し

いという課題もある。 

・公共用地による公園・緑地の確保は減歩にも影響し、地権者合意を得るうえで障害

となる。公共用地以外の民有地の活用な新たな制度を設ける等、様々な方法で公

園・緑地を確保できるようにする必要があると考えられる。 

・ロウワー・プラザ住宅地区では組合施行を目指しており、地権者に対して緑地確保

の必要性について説明する必要があるものの、現行の「広域構想」の内容では説明

が難しいという意見があった。 

・斜面緑地の有無等、地区毎に公園・緑地の確保における状況が異なる。公園・緑地

の確保について複数の地区や行政単位で考える等、柔軟な対応が必要と考えられる。 

 

（３）今後の取組について 

今年度は跡地利用の検討状況の確認や課題等の共有、「広域構想」の現況整理及び成

果検証等を踏まえ、「広域構想」の更新ポイントを示した。今後の取組について、以下

に示す。 

 

■「広域構想」の成果検証 

・各地区の跡地利用検討の状況に応じ、引き続き成果検証に取り組む。 

 

■「広域構想」の更新 

・返還前の立入調査の実施や地区内の高圧鉄塔等、各地区が抱える跡地利用の課題等

について引き続き情報共有を行う。 

・更新ポイントをもとに、次年度以降も関係市町村と「広域構想」の更新内容につい

て協議を進めていく。また、令和５年に実施されるパーソントリップ調査によって、

中南部都市圏都市構造見直しの可能性があり、「広域構想」の基本方針と各駐留軍

用地の役割に大きな影響があることから、その内容と整合を図りながら、「広域構

想」の更新を検討していく。 

 


